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※工事方法書 記載事項例
・軌間
・軌道中心間隔
・最小曲線半径・最急勾配
・軌道構造
・停留場
・車庫・車両検査修繕施設
・信号保安設備
・車両
・送電線路・配電路 など

に関する事項

○原則として道路に敷設されるもの（例：路面電車・道路上の都市モノレール等)
○法は、道路行政と運輸行政の側面を有し、国では道路局と鉄道局で共管

道路行政に関する事務・権限 … 本省道路局と知事が行う
運輸行政に関する事務・権限 … 本省鉄道局と地方運輸局が行う

軌道法に基づく軌道

運輸行政 道路行政
【鉄道局(地方運輸局経由)特許等】

・軌道事業の特許(法3条)
・起業目論見書諸記載事項変更の認可(令4条)
・会社合併又は分割の認可(法22条)
・軌道事業の休止又は廃止の認可(法22条ノ2)

など

【道路局(知事経由)認可等】
・工事施行の認可(法5条)
・線路又は工事方法書(※)記載事項変更のうち
大臣案件の認可(令6条)

・車両設計の認可(規則13条ノ2) など

【知事認可等】
・線路又は工事方法書(※)記載事項変更のうち
知事案件の認可(令6条)

・車両設計の変更の認可(規則13条ノ3) など
※知事案件は運輸局協議が必要なものあり

○軌道事業の特許(法3条)を受けた軌道経営者は、道路管理者による道路占用の許可を受けた
ものとみなされる。(法4条)

○軌道経営者が工事の施行に関する認可(令6条など)を受けたときは、道路管理者による道路
の工事に関する許可や承認を受けたものとみなされる。(法6条)

道路法による道路管理との関係

※本頁中凡例 軌道法…法、軌道法施行令…令、軌道法施行規則…規則
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○道路法では、政令市内の道路(国道の直轄区間を除く)は、政令市長が道路管理者として、
都道府県と同等で管理・監督を実施(道路法17条) ⇒ 知事は道路管理をしていない

○軌道法では、政令市内の軌道も、知事が管理する道路がないにもかかわらず、道路行政の
一環として、知事が軌道工事に関する軽微な認可事務などを実施(軌道法施行令6条など)
⇒ 知事は、政令市内の軌道法の事務を行う際、政令市内の道路の状況を改めて把握する

こととなり、確認に時間を要する要因となるなど事務が非効率である

政令市長の道路管理権限と齟齬が発生

ア 道路管理者と許認可権者が異なることによる事務の非効率

○政令市内の軌道経営者が各種申請等を行う際には、軌道を敷設する道路の主な道路管理者と
なっている政令市長ではなく、管理する道路のない知事が窓口となる
⇒ 多くの場合、政令市内の軌道経営者の事業所は当該政令市内にあり、より身近な市役所

を窓口とできることは、軌道経営者の利便性の向上につながる

イ 軌道経営者の利便性

∴政令市が処理する方がメリットが多い

・都道府県の負担 ⇒ 事業者からの説明聴取、 上司への内容説明、
各管理者への確認(必要な場合)

・事業者の負担 ⇒ 直接関係のない県に来庁・説明する必要性
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